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Ⅰ　はじめに
「ガバメントからガバナンスへ」のフレーズに象徴されるガバナンス論は、1970年代後半から80
年代にかけて先進諸国で観察された政府の統治能力の低下に対し、新しい統治の枠組みを提示する
ものとして登場した。これまでのところ、このガバナンス論には大きく 2 つの立場がある。 1 つ
は政府2の役割に焦点を当てる国家中心アプローチで、もう 1 つは政府と政策過程3に参画する非政
府アクターとからなるネットワークや、公私パートナーシップに着目する社会中心アプローチであ
る［岩崎 2011］。前者は社会をステアリングするという政府の固有の役割に着目し、後者は、政府
をネットワークの 1 構成要素と捉える。すなわち、両者の違いはいかに政府を位置付けるか［新川 
2011:35］にあるが、いずれの立場をとるにせよ、ガバメント状況と比較すると、政策過程におけ
る政府の役割が変化している。
さらに、非政府アクターの政策過程への参画は公私領域の再編を促すと考えられる。例えば、福
祉ミックスや福祉多元主義といわれる考え方は、福祉サービス供給がもはや政府の独占によるの
ではなく、NPOや企業等政府を含む多様な主体が参画するという現状認識に基づいている［武川 
2011］。いわゆる「大きな政府」をもつといわれるスウェーデン等北欧諸国においても、営利企業
をはじめとする民間主体が福祉サービス供給に参入している4。福祉サービスが「公共」サービス
であることを踏まえれば、今や政府と非政府アクターがともに公共を担い、公私領域の再編を迫る。
そこでは、政府がかつての機能を果たしうるのか、すなわち公的ガバナンスの正統性や、そもそも
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１ 　公的ガバナンスとは、政策の対象や担い手が多様化し、さらにその担い手が自律的に動くという状況にあって、主要なアクター
である政府が機能しているのかどうかその統治の態様をいう［新川2011:1-7］。
２ 　本稿中「政府」は、特に断りのない限り「中央政府」を指す。
３ 　アジェンダ設定、政策形成、決定、実施およびその評価・フィー ドバックの一連の過程をいう。
４ 　デンマーク、フィンランド、ノルウェーのいずれの国でも民間事業者の参入が観察され、福祉サービスは行政の独占事業ではな
くなっている。
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「公的なもの」5とは何かが問われよう。
スウェーデンについてみれば、次のような変化が観察される。
1 つには、福祉国家建設を主導してきたステアリングモデルの崩壊と、新たなモデルの模索であ
る。Rothstein and Lindvall［2006］は“Sweden: The Fall of the Strong State”と題する論文で、
1930年代から80年代にかけて正統性を獲得していた「強い国家（the Strong State）」6というステ
アリングモデルが機能不全に陥っていると論じている。この「強い国家」と表現される政策過程は、
そこに参画する諸アクターの明確な役割分担を前提として成立し、また戦後の福祉国家建設過程に
正統性を獲得する手段として機能してきた。しかしながら、90年代以降、政治家や行政庁の役割が
変容し7、主要な利益集団の政策過程からの撤退8が観察された。この状況に対応すべく、政府や研
究者が新しいステアリングモデルのありようを議論し提言してきたが 9、未だ「安定的な規範は不
在のまま」［Rothstein and Lindvall 2006］の状況にある。
2 点目は、地方分権の進展や1995年のEU加盟により、地方自治体から超国家までステアリング
の垂直的な展開が見られることである。また、福祉サービス供給主体の多様化により水平的調整の
拡がりが観察される。90年代以降、営利企業が運営する福祉施設にも一定の条件を満たせば公立の
施設と同等の補助金が支給されるようになったことから、営利企業の参入が増加した10。しかしな
がら、昨年、高齢者ケア付き住宅の民間事業者が低水準のサービスとひきかえに補助金を節約して
いたことが指摘された。政府はこれを受けて、調査委員会を組織して対応策を検討している。
以上から、スウェーデンでは政策形成・決定過程では市民や利益集団の新たな協働の形が模索さ
れ、他方政策実施過程では非営利・営利ともに民間主体の参入が進み、福祉サービス供給というか
つての国家機能のフロンティアが拡大する一方で、政府がその期待された役割や機能を果たせてい
ない状況がある。スウェーデンが平均的なホワイトカラー労働者が年収の約50％に相当する税金を
 
５ 　ここで「公的なもの」とは、公共の利益の実現という目的の下に正統化される公権力の行使であり、その権力の根拠となる公共
性や公益性。
６ 　「強い国家」とは、次のような一連の政策過程を指す。すなわち、指導的な政治家が主要な利益集団のリーダーと協調して政策
の大目標を決定し、主に専門家で構成される政府調査委員会が政策課題の調査研究を実施し、政府が調査委員会の報告書をも
とに法案を作成する。法案が議会で可決され立法されると、行政庁の実施責任の下に地方自治体が主体となって政策を実施する
というもの。
７ 　かつて政治家は理念を示し政策の方向性を形成する役割を担っていたが、実務家的役割が半分を占めるようになってい
ること、行政庁が公的、準公的、私的イニシアチブのネットワーク調整やイデオロギー生産を主たる任務とするようになるなど
［Rothstein and Lindvall 2006:51-52］。
８ 　労働組合の全国組織や使用者団体等主要な利益集団の代表者が、政府調査委員会、法案作成段階における意見（レミス）提
出、行政庁の執行委員会に参画していたが、90年代には使用者団体SAFが行政庁執行委員会から撤退している。
９ 　スウェーデン政府は1997年に議会諸政党の代表者、学識経験者、利益集団代表等からなるデモクラシー調査委員会
（Demokratiutredningen）を設置した。この調査委員会は、2000年発表の報告書『持続可能な民主主義（En uthållig 
demokrati!）』［SOU 2000:1］で市民社会の強化、ローカル・ガバナンスの推進、個人参加の促進、制度の応答性の向上等を提案
した。なお、市民参加の強化を問うのは、1 つには投票率の低下がある。1976年選挙（議会91.8％、県議会90.5％、市議会89％）
をピークに、94年選挙は80％台半ば（順に86.8％、84.3％および84.4％）、2002年選挙で80％台前後（議会80.1％、県議会77.5％
及び市議会77.9％）となっている。なお、2006年および10年選挙ではやや回復している。
10 　例えば、高齢者介護サービスへの民間事業者の参入が90年代以降増加している［斉藤 2006; Szebehely 2011］。また、ス
ウェーデンでは教育も住宅とともに福祉サービスの範疇であり、義務教育課程の学校制度である基礎学校でも私立学校が件数
及び在籍児童数ともに増加している。1992/93学校年に106件だった私立基礎学校は2004/05年には576件に増加、在籍児童数
の対総数割合は1.12％から6.98％に上昇している。これは、1992年 7 月から私立の基礎学校にも補助金を支給されるようになっ
たことがある［秋朝 2006］。
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納めている高負担国家である11こと、そして福祉サービスを担う民間主体の主財源が補助金と利用
者負担からなることを踏まえれば、とりわけ政策実施過程における政府の機能に対して、市民の監
視は強くなろう。
このような問題意識から、本稿は、スウェーデンの保育サービスを事例として政府の役割や機能
の変容を明らかにするとともに、その変容の結果として派生している課題を取り上げ、公的ガバナ
ンスの正統性をめぐる課題12について考察する。
Ⅱ　課題の設定
ここでは、基本的な事項に説明を加えた上で、本稿の課題を設定する。
１．保育サービスとは
本稿で扱う保育サービスとは、未就学児を対象として保育所（daghem,「昼間の家」）13で提供さ
れるサービスをいう。この保育所は、98年の法改正により就学前学校（förskola）14に名称が変更
された。その 2 年前には保育に関する規定が社会サービス法から学校法に移され、保育サービスは
教育政策の一部として生涯教育の最初のステップに位置付けられた。したがって、現在、スウェー
デンには社会サービスのスキームで供給される「保育」サービスはなく、「保育所」も「保育政策」
という政策領域もない。生涯教育の出発点に位置付けられる教育制度としての就学前学校が、保育・
教育サービスを提供している。しかしながら本稿では主たる分析対象（70年代および90年代）の時
点に合わせ保育所、保育サービスそして保育政策と呼ぶ。なお、私立保育所という場合、これはコ
ミューン以外の主体が運営する保育所を指すこととする。
さて、本稿が保育サービスを事例とするのは次の 2 つの理由による。 1 つは同サービスが、福祉
サービスのなかで、最も急速に拡充され、これによりコミューンの供給独占が形成されたというこ
と、そして、営利企業の参入に最初に道が開かれた点にある。1975年から90年までの15年間で、児
童ケア15に係る歳出総額は29億クローナから350億クローナに増加しており、他のサービスよりも顕
著な伸びを記録している［Martin Korpi 2007:35］。また、91年のブルジョア連合政権が「選択の自
由革命（Valfrihetsrevolutionen）」により営利企業にもコミューンと同等の補助金を支給することと
 
11 　Ekonomifakta.seによれば、2011年のホワイトカラー労働者の平均年収が449,145クローナである。Skattebetalarnaの試算
によれば、年収45万クローナの場合、所得税や間接税等の負担は年収のおよそ50％に相当する。同様に、ブルーカラー労働
者の場合は平均年収306,731クローナだが、年収30万クローナの者の税負担は年収の約46％に相当する。参考：http://www.
ekonomifakta.se/sv/Fakta/Arbetsmarknad/Loner/Loneutveckling-i-Sverige/（2013.06.17アクセス）
12 　日本では、2000年に認可保育所の設置主体制限が撤廃されたが、株式会社の参入は進んでいないため、待機児童を減らすた
めにも厚生労働省は株式会社の保育所を積極的に認可するよう各地方自治体に要請している。株式会社参入が進まない背景に
は、国の補助金制度や地方自治体の許認可権限等制度的問題のほかに、営利企業が保育所を運営することに保護者が良い印象
を持たないなどの課題がある。
13 　親が就労または就学している未就学児を対象とする保育施設。
14 　日本の幼稚園に相当する短時間グループ（deltidsgrupp）も「就学前学校」とされた。なお、7 歳未満の子がいる母親の79.3%
（1995年）［SCB 1997:171 tabell 192］が労働力化しているため、未就学児の多くが保育所に通っており、日本とは状況を異にする。
15 　保育サービスおよび学童保育サービスの総称。
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したのは、保育サービスが最初である16。その後2000年代を通じて営利企業の数は増加している。
この点は、福祉レジーム論からの関心という 2 つ目の理由につながる。すなわち、福祉レジーム
における福祉多元化の動向と、そこにおけるガバメントからガバナンスへの転換を明らかにするこ
とである。エスピン＝アンデルセンの福祉レジーム論［エスピン＝アンデルセン 2000,2001］では、
スウェーデンは他の北欧諸国と同様に社会民主主義レジームに分類される。この社民主義レジーム
の特徴は脱商品化と脱家族化とがともに高いことと、福祉サービスの主要な供給主体が国家17とさ
れる点にある。脱家族化は、国家が保育や介護などの福祉サービスを拡充しそこに女性労働力を吸
収する形で進展した。普遍主義的な福祉政策を採用し、地方自治体が福祉サービス供給を一手に担
うことで、いわゆる大きな政府が形成された。このレジーム論後に進展している供給主体の多様化
とガバナンスの動向を分析することは、レジーム論の新たな展開を考察する材料を提供すると考え
られる。
２．課題の設定
保育サービス供給多様化と並行して進行した政府機能の変容を、ステアリングの垂直的展開と水
平的調整の拡がりに着目して分析する。そこで、主たる分析対象を70年代と90年代になされた改革
とし、両改革間および2000年代の状況についても補足する。
まず、ステアリングの垂直的展開については、政府、地方自治体およびEUが主要なアクターと
なる。政府のステアリング手法として①法令、②補助金および③許認可権限を取り上げる。①につ
いては、詳細な規定をもつ法令かそれともいわゆる枠組み法かがポイントとなる。規定が詳細であ
るほど政府のステアリングは増す。枠組み法であれば、一般的に、政策を実施する行政機関や地方
自治体の裁量が拡大する18。枠組み法の代表例としては、社会サービス法や保健医療法がある。社
会サービス法には98年の法改正以前まで保育サービスに関する定めが置かれていた。また、②につ
いては、使途を特定した補助金を交付することで、政府のステアリングは強化される。他方、使途
を定めない一般補助金の場合は地方自治体の裁量が拡大する。さらに、③の許認可権限の有無や数
も、政府のステアリングの可能性を規定する。
次に、水平的調整の拡がりとは、供給主体の多様化に伴い政府の役割が統制から調整へとその比
重を移すとともに、非政府アクターの参画が進むことで政府の調整対象が拡大することを意味する。
福祉政策の実施主体が地方自治体であり、行政庁がこれを指導・評価することを踏まえると、地方
自治体を中心とした供給ネットワークをいかに機能させるかが政府の役割といえる。そこでこの水
平的調整の拡がりについては、保育サービス供給主体の多様化の進展度、行政庁の役割の変容、そ
して分権化で大きな裁量を得た地方自治体の機能の変容がポイントとなる。
 
16 　その後義務教育課程の学校制度、医療サービス、高齢者や障害者に対するケアサービスに順次導入された。
17 　アメリカ等の自由主義レジームでは市場、ドイツ等の保守主義レジームは家族が主な供給主体とされる。
18 　ただし、逆の効果もある。枠組み法が一般化することでそれを運用する行政機関やコミューンが行政省に対して助言や解釈を
求めれば、逆に政府や行政省の影響力や統制が増すこととなる［Bäck and Larsson 2008:199］。
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なお、ここで、分析に入る前に、保育サービスに関わる行政の構造について簡単に触れておく。
スウェーデンの行政構造は国、ランスティングおよびコミューンに分かれる。ランスティングは
県に、コミューンは市に相当し、両者は法令上同等の性格を有する。国の行政組織は 2 層構造をなし、
内閣のスタッフ機関である行政省と、内閣に直属する行政庁とからなる。行政省は主として政策立
案・形成機能を、行政庁は政策実施およびそれに関わる諸決定・監督・指導を行う。大臣には行政
庁を指揮監督し意思決定に関与する権限がない19。また、地方自治体のうち、コミューンが福祉サー
ビス等住民生活に密接なサービス供給の大部分を担う。保育政策は、90年代半ばの改革以降、教育
省（社会省）20が政策立案・形成を、学校庁（社会福祉庁）が政策の実施に関わる諸決定やコミュー
ンの監督・指導を、そしてコミューンが運営の中枢となる。
以上に加えて、EUが国内保育政策の方向性や内容に影響を与えている点は重要である。90年代
の政府調達手続きの見直し、2000年代のリスボン戦略を背景とする国内保育政策の見直し等は、一
国の政策の方向性や内容がEU指令や政策により規定される事例である。また、構造基金はコミュー
ン、労働組合、使用者連盟、非営利団体、企業等公的主体のみならず民間主体も申請可能であるこ
とから、地方自治体とEU、非政府アクターとEUという政府を超えた関係が形成された［Sveriges 
Riksdag 2007］。
Ⅲ　政府機能の変容
１．1970年代の改革
70年代にはオイルショックの影響を受けて経済成長にかげりがみえた。73年の 4 ％成長をピーク
に、77年にはマイナス1.6％を記録した。財政赤字は慢性化し、77年には累積債務残高が同年の歳
入総額を超えた。一方、女性の労働力率が上昇し就業者数が増加した21。 7 歳未満の子をもつ母親
の労働力率は56.7％（74年）から71.7%（79年）に上昇した。未曽有の経済成長に沸いた「黄金の
60年代」に上昇した生活水準―自動車の普及、一戸建ての増加等―を夫 1 人の収入で維持すること
が困難になり、専業主婦であった母親が働きに出るようになった［Hinnfors 1992:51-55］からだ。
加えて、親の代わりに子の世話をしていた祖父母の世代にも就労している者が増えた。そして保育
需要が増加した22。
いかに保育需要に応えるか。時に産業民主主義諸法令の制定など労働者側の使用者に対する圧力
が高まっていた。政府は、「子どもが小さい間も家庭外での仕事を継続したいと望む女性が一層増
加し、共働きが若い世代の家庭の一般的状況となっている。そして将来的にも子どものいる女性の
就業率が伸び続けるだろう。行政は子どもの保育をより一層担わねばならない」として、保育所
 
19 　とはいえ、行政庁は補助金等予算や人事面等で行政省の影響下に置かれている。
20 　（　）内は90年代半ばの改革以前の担当省庁等。
21 　コミュ ンーの女性就業者数は、1970年代および80年代を通して増加している［Statistiska Centralbyrån. 2012:60］。
22 　政府調査委員会（政府児童ケア計画グループ）が76〜77年に実施した調査によれば、待機児童数は11万 8 千人に上ると報告
されている。273コミュ ンー中228件が回答した［SOU 1979:57:73］。
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増設に乗り出す。政府はコミューン連合23と協議を重ね、保育所増設に関する合意文書を発表した
（75年）。直ちに合意文書に基づく増設計画24、コミューンへの補助金制度および財源確保のための
使用者拠出金の新設を議会に提案し、野党第 1 党の中央党や第 3 党の国民党からの支持を得て可決
された。なお、当時は一般補助金化の流れがあったが25、増設計画を確実に実施するため使途を特
定した。折しもオイルショック後の緊縮財政下にあるコミューンが他の事務経費に充てないようコ
ントロールする必要があったためである26。補助金の財源となる使用者拠出は保険料算定基礎額の
1 ％に相当する額27とした28。
しかしながら、保育所不足はすぐには解消されない。公立保育所の増設が急がれるなか、新しい
形態の私立保育所が生まれた。一つは、親協同組合保育所である。これは、子どもを預ける親が協
同組合を設立し、組合が保育士を雇って保育所を運営するもので、法律上は経済アソシエーション
に分類される29。そのほか、夜間のシフト労働に対応するために夜間保育所を開設する病院も現れ
た［Martin Korpi 2007:34］。
２．80年代における公的部門を巡る動き
80年代には、政府から地方自治体への分権化がみられるとともに、地方自治体の行政事務に目標
管理等NPM的改革を導入することで行政効率化が目指された。政府は市民省を創設し、地方自治
体を中心に行政サービスに利用者の影響力を反映させる仕組み、発注者―請負人モデル30そして目
標管理制を導入するなど行政運営の効率化や一層の地方分権を推進した31。保育サービスについて
は、社会福祉庁の管理監督権限が弱まり、コミューンの裁量が増した。この背景には詳細な規定を
廃止したことがある。例えば、保育所の敷地面積にかかる定め、１クラスの子ども数の上限等の細
則が廃止された。これは、地域の実情に応じて保育所を運営することを可能にした32。さらに、私
立保育所に対する補助金支給認可事務がレーン府執行委員会33から87年にはコミューンに移管され
た［Martin Korpi 2007:42］。
 
23 　コミューンを中心に行政部門が拡大し、コミューン連合が使用者側の労使交渉の重要なチャネルになりつつあった。一方、民間
企業の使用者からなるスウェーデン使用者連盟（SAF）は労使交渉チャネルの多元化のなかで従来の独占的地位を弱めていた。
24 　76年から 5 か年間で10万人分の保育所定員増。
25 　当時、特別補助金の種類が多く、制度が複雑化していたことから、コミューンの行政事務の効率性を高め、独自の意思決定の
余地を拡大するために、特別補助金を縮小することが議論されていた［Gustafsson 1999］。
26 　なお、その後の議会でも、児童ケアと高齢者ケアを最優先課題とすることが決議され［SOU 1977:40:90-91］、新特別補助金に
ついては定期的に見直すが、廃止しないことが確認されている。
27 　これは児童ケア料金（barnomsorgsavgift）と呼ばれた。保険料算定基礎額に対する料率は1.3％（78年）、1.6％（79年）から
2.2%（81年）へと徐々に引き上げられた。
28 　なお、保育サービスの拡充に伴い保育士等の養成が急務となり、かつ教育の質の確保も課題とされて、77年には保育士養成課
程が大学教育に位置付けられた。
29 　この保育所形態は、政府の調査委員会（家庭支援調査委員会）によって公立保育所に対する代替可能な選択肢とされた
［Martin Korpi 2007:29］。
30 　「発注者」たる政治的代表者が、地方政府の業務に目標を設定した上でその業務を「請負人」たる地方自治体または民間主
体が遂行・実施するというもの［Gustafsson 1992:102-105］。
31 　例えば大都市にはコミュ ンー地区委員会が置かれ、地区の事務を担当。
32 　ストックホルム市ではマンションの１階に保育所が開設される等の動きがみられた。
33 　レ ンー府（län）とは国の行政事務を実施するための地域区分で21府ある。また、レ ンー府執行委員会（länsstyrelse）は、レ ンー
府において政府を代表する立場にあり、レーン府において国の行政事務が円滑に遂行されるよう、また政策目的が達成される責
任を負う。レ ンー府執行委員会の長は政府により指名される。
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このように行政改革が推進された背景には、70年代からのサービスの画一化、官僚主義化等肥大
化した行政に対する批判がある。イェーテボリ大学SOM研究所が毎年実施している世論調査によ
れば、「公的セクターを縮小してよいか」との問いに賛成の割合は86年に反対を上回り、90年まで
賛成者の割合が急増している［Svallfors 1999］。
また、野党も行政批判を展開した。児童ケアの歳出増に対し、ブルジョア諸政党は民間事業者な
らより安価で良質なケアサービスを提供可能だとして、保育サービスへの営利企業の参入を主張し
た。しかし社民党政権は、83年に営利企業が運営する保育所を補助金対象外とし、85年には親協同
組合保育所等非営利組織が運営する保育所を、90年には職員協同組合保育所を補助金の支給対象と
した。この改正を受けて、企業内託児所を親協同組合型保育所形式として開設する企業が現れた
［Martin Korpi 2007:41］。
３．90年代の改革
90年代は、銀行危機に端を発する経済危機で幕を明けた。「刷新」や「選択の自由」を掲げて91
年選挙で勝利し政権に就いたブルジョア諸政党は、まず、一定の条件を満たした営利企業には公立
保育所と同等の補助金を支給するよう政令を改正した。のちに、コミューンには営利企業が運営す
る保育所を認可しない余地も与えられた［Hanspers and Mörk 2011:33］。民間主体が自由に参入す
ると、地域によっては供給過剰となり補助金すなわち公的な財源の無駄使いが発生しうる。そこで
94年社民党政権はコミューンによる保育サービス供給計画の策定や保育所監督権限を強化し、要件
を満たす私立保育所に国庫補助金を支給することが「できる」規定に改めた。
また、国庫補助金制度が大幅に改正され、93年には一般補助金である平衡補助金制度が導入され
た。これに伴い保育サービス等児童ケアに対する特別補助金は廃止されている。
さらに、社会サービス法が改正され、遅延なく保育サービスを提供するというコミューンの責務
が明記された［Prop. 1993/94:11］。その後、98年には保育等児童ケアに関する諸規定が社会サービ
ス法から学校法に移されたが、社会サービス法と同様学校法も枠組み法である。なお、98年には「就
学前学校学習計画」（Lpfö98）が制定された。これは未就学児に対する初めての保育・教育指針であり、
そこで定められているのは就学前学校の任務、活動の理念や方向性など大枠に相当する事項である。
なお、供給主体の多様化に向けた動きがみられるのは、保育サービスだけではない。92年 7 月か
らは、私立の基礎学校34に補助金を支給し始め、これが私立基礎学校増を後押しした35。また、高
齢者介護サービスについても90年代以降、民間事業者によるサービス供給が増加している［斉藤 
2006:113; Szebehely 2011:215-216］。
このように、福祉サービスに民間主体の参入を促す動きは91年の政権交代を契機とするが、95年
のEU加盟も重要である。地方自治体が福祉サービスの供給を独占しているのはEU指令の趣旨に反
 
34 　基礎学校はスウェーデンの義務教育課程の学校制度で 9 年制。7 歳入学が基本。
35 　1992/93学校年に106件だった私立基礎学校は2004/05年には576件に増加、在籍児童数の対総数割合は1.12％から6.98％に
上昇している［秋朝 2006:90］。
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する［斉藤 2006:104］。また、物品やサービスを政府調達する際の手続きに関する法律を改正する
などEU指令に適合するよう国内法整備が急がれた。
４．2000年代の動き
2006年には、学校法に定める要件36を満たす私立保育所はコミューンに認可され、公立保育所と同
等の補助金を受けられるようになった。09年には認可手続きが簡素化され、認可から承認事項に改正
された。要件を満たした私立保育所を承認しかつ補助金を支給することはコミューンの義務とされた。
また、供給主体の多様化に伴い、コミューンには新たな調整機能が期待された。例えば、テービ ・ー
コミューン37は保育所の民営化をきっかけに、保育所と保護者（利用者）の間、保育所間の情報共
有や交換の結節点としての役割を果たすようになった。同コミューンは、2001年に、公立基礎学校
に統合されている 1 件を除く全公立保育所を民営化38した。この民営化以前は、保護者は、入所し
たい保育所をいくつか選定してそれらに優先順位を付した入所希望届をコミューンに提出し、コ
ミューンがその届をもとに入所先を決めて保護者に通知していた。民営化後は、保護者が個々の保
育所に入所希望を申請し、それぞれの保育所で長い待機者リストが出来たために混乱がおきた。そ
こで、テービー・コミューンは、コミューン内のすべての保育所から空き状況や今後の空き見込み
などの情報を収集し、それらをまとめてホームページ上で公開し始めた［秋朝 2009］。これにより、
保護者は空き状況を一覧し比較検討できることから、以前の混乱はなくなった。
さらに、2000年代には、EUの影響とみられる制度改正がなされている39。2000年のEUリスボン
戦略は保育サービスの一層の拡充を求めた40。スウェーデンでは、失業者の子、育児休暇中の親の
子が引き続き保育所に在籍できる措置を講じ、 4 歳以上の子41は親の就労・就学の有無を問わず年
間525時間を無料で保育所に通えることとした。加えて、保護者保育の保育料負担を軽減するため
保育料上限制度（マックスタクサ）を導入している42。
さて、次の図は、98年から2012年までの運営主体別にみた保育所在籍児童数の推移を示したもの
である。総児童数が増加するなか、公立保育所の児童数もゆるやかに増加しているが、なかでも会
社経営による保育所の児童数の増加が顕著である。他方、親協同組合型は微減し、職員協同組合型
はわずかながら増加している。
 
36 　コストに見合った保育料水準の設定、子どもの受入れ決定基準の公平性（誕生日、入所希望申請日時等）などの要件が定めら
れている。
37 　ストックホルム市の北約20kmに位置する人口約 6 万 3 千人の市。
38 　公立保育所に勤務する職員が株式会社を設立し、その会社がコミュ ンーから保育所を引き継ぐ形で民営化が行われた。
39 　加えて、当時は、OECDでEarly Child Educationプロジェクトが展開され、未就学児に対する保育と教育のあり方が議論された。
40 　このリスボン戦略とは、欧州理事会で採択された「成長と雇用のための10か年計画」で、2010年までにEUを世界で最も競争力
のある、ダイナミズムに富んだ知識社会にするための具体的戦略。保育所に通う子どもの割合を引上げることで子どもの親の就労
を促し、また子どもにとっては良質の保育・教育の機会となる。
41 　2010年には 3 歳以上に対象が拡大されている。
42 　マックスタクサ制度は運営主体の種別を問わずすべての保育所に適用されるため、例えば、親が運営に参画（保育所の清掃、
設備の整備修繕、運営会議の開催、病欠の保育士の代理など）することで保育料を低めに設定していた親協同組合保育所は、
マックスタクサ制度導入によりその利点が失われることとなった。マックスタクサ制度は、2000年代に親協同組合保育所が減少し
た背景の 1 つと考えられる［秋朝 2004］。
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Ⅳ　考察
１．政府機能の変容
以上から、ステアリングの垂直的展開と、水平的調整の拡がりをまとめると次のようになる。
1970年代には、保育所増設という国家目標の下、政府機能の強化がみられる。社会福祉庁を通じ
た特定補助金の支給は、緊縮財政下のコミューンに保育所増設を着実に遂行させるためのものであ
る。他方、第 2 次合併を経て自治基盤が強化されたコミューンは、サービス供給主体として独占的
地位を占めることとなる。
80年代には、肥大化した行政への批判の高まりを受け、行政サービスの効率化が図られた。その
なかで分権化が推進され、コミューンの裁量が増していく。具体的には、保育サービスにかかる細
目を定めた規定が廃止され、社会福祉庁の管理監督権限が弱まったが、コミューンはサービスの質
を確保しながら地域の実情に合わせて運営できることとなった。この分権化や規制緩和により、政
府のステアリングの可能性は後退する。加えて、私立保育所に対する補助金認可事務が政府からコ
ミューンに移管されたことで、政府機能が分断された。分断された政府機能は、政府に代わってコ
ミューンが果たすこととなった。
さらに、90年代には、私立保育所への新たな補助金制度に基づき、引き続きコミューンがその認
可事務を担当する。保育サービスにかかる特定補助金が廃止され平衡補助金が導入されたことで、
政府のコミューンに対する統制力が低下する。加えて、EU加盟に伴う国内法整備や国内政策とEU
政策とのすり合わせは、政策過程がEUからの統制を受けることを示している。EU構造基金は地方
自治体や民間主体とEUとの間に新たなルートを生み出し、政府は情報提供などの基金事務の円滑
化に資するための役割を担うこととなる。
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最後に、2000年代には、営利企業の参入が実質的に自由化され、コミューンの役割が変容する。
すなわち、政府に代わって多様な供給主体を統制するのではなく、保育サービス供給の総量を管理
しながら、私立保育所への情報提供やクオリティー評価をし、他方、市民に対しては各保育所の
空き状況等を一括して情報提供するという調整業務に重点が移行している。また、供給主体の多
様化の進展に、行政庁の指導・評価・監督機能が対応できていない課題が指摘されている［SOU 
2003:123; SOU 2012:33］43。
1970年代から2000年代にかけての政府機能の変容は、政府機能の断片化に特徴づけられる。国内
的には分権化やNPM手法による行政改革が、国際的にはEU加盟が断片化を促した。また、EUの
構造基金制度により地方自治体や民間アクターが政府を超えてEUとつながることで、諸アクター
間の相互作用が多層化し、政府はますます機能しにくい状況に置かれている。今求められるのは断
片化した政府を「結び直そうとする努力」［新川 2011:18］である。
２．営利企業を巡る議論と公的ガバナンスの正統性のゆらぎ
現在、営利企業の福祉サービス供給への参入のあり方について再検討する動きがある。ストック
ホルム市内のコッパルゴーデン高齢者住宅は衛生状態が悪く、入所者の転倒事故が多発する等サー
ビスの質の低さが市の施設査察で指摘された。加えて、2011年秋には、同住宅を運営する企業が支
給された補助金を「節約」していたことが明らかになった。さらに、この企業の親会社がベンチャー
キャピタル会社であることも議論を加熱させている。政府は2012年12月に指令を出し、サービス供
給の多様性を確保した上でのサービスの質の確保とベンチャーキャピタル会社参入の可否等、税金
により財政措置されている福祉サービスに営利企業が参入する場合の諸要件について、政府調査委
員会に検討を要請した［Kommittédirektiv 2012:131］。
これまでのところ、保育サービス分野で同様の事例は報告されていない。しかし、営利企業
による保育所は2012年10月 1 日時点で894件あり、この約 9 分の 1 に相当する110件の保育所を
AcadeMediaという教育サービス会社の子会社44が運営する。AcadeMediaの株主がEQTという株式
ファンドであることから、高齢者住宅の件を契機に市民の関心が高まっている。
福祉サービスについては、その利益を得る住民に最も近い政府が担うべきとの理念から、地方自
治体とくにコミューンがその実施を担っている。同時に、スウェーデン型福祉国家の基底には、社
会的経済的地位や居住地に関わらず、市民は等しく良質のサービスを受けるべきだとの理念がある。
これらの調和を図るのは政府の役割であろう。また、福祉サービスの財源が税金であることから、
高負担国家においてはその税金の使途が厳しい市民の監視の下に置かれよう。加えて、供給主体の
多様化を所与の条件とするならば、断片化した政府を結び直す努力の方向性とは、例えば、アカウ
 
43 　なお、諸アクターの役割や機能に関する調査委員会（Ansvarskommittén）の報告書によれば、1970年から2003年までに議会
で可決された法案を精査すると、政府から地方自治体に移管された事業17件の多くは、地方自治体から政府に移管された事業
28件よりも規模が小さい。また、保健医療、介護等ケアサービス事業でみられた分権化の動きの特徴として、ランスティングからコ
ミュ ンーへの移管が指摘されている［SOU 2003:123:11-14］。
44 　Pysslingen、Fenestra、VittraおよびNorrskenets Friskolaの4 社。
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ンタビリティーを強化することではないだろうか。ここでいうアカウンタビリティーとは、説明責
任にとどまらず、広く「ステークホルターの期待やニーズに応える」ことであり、ステークホルダー
とは福祉サービス受給者やサービスの財源を負担する納税者である。とするならば、アカウンタビ
リティー強化の具体的方策としては、サービスの質を確保するためにコミューンとの連携を強化す
ることや、民間主体の情報公開を進めて透明性を高める方策が考えられる。後者については、高齢
者ケア、障害者ケアそして医療分野には、ケアサービス受給者の安全・安心を保障するための内部
通報・報告義務制度として「サラ条項」と「マリア条項」があり、公立・私立を問わず適用されて
いる。民間主体とはいえ税金を財源として公共の利益を担うことから、その活動には公正さが求め
られよう。それは、公的なものの結び直しでもあり、公的ガバナンスが機能し正統性を獲得する前
提条件でもある。
Ⅴ　おわりに
本稿は、1970年代から2000年代までのスウェーデンの保育サービスを事例とし、政府機能の変容
について考察することを目的とした。ただし、その公的ガバナンスのありようは政策分野により異
なると考えられる。そこで例えば、経済・財政政策をめぐるガバナンスと、本稿が対象とした福祉
政策をめぐるそれとを比較対照する作業により、ガバナンスの変容に影響を与える要因を検討する
ことが可能となろう。これは、今後の研究課題としたい。
付記
本研究の一部は、日本学術振興会科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）基盤研究（C）（課題番号
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